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あらまし：新学習指導要領では，全ての児童が小学校での授業を通じてプログラミングを体験的に学習す

ることが定められたことを踏まえて，本研究の目的は，小学校の子ども達がジェンダーのちがいに左右さ

れることなくプログラミングに親しむためにはどのような点に留意すべきかを調査することとした．公立

小学 4年生の男⼦69名，女子 77名を対象に，18問からなるアンケート調査と国語及び算数の各 1問を出

題し，結果を統計的に分析した．その結果，ジェンダーのちがいは主観評価に表れやすい傾向があり，中

でも算数に対する主観評価がジェンダーのちがいをより強く反映している可能性が示された． 
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1. はじめに 

本研究の目的は，小学校の子ども達がジェンダー

のちがいに左右されることなくプログラミングに親

しむためにはどのような点に留意すべきかをアンケ

ート調査結果から検討することである． 

新学習指導要領では，全ての児童が小学校での授

業を通じてプログラミングを体験的に学習すること

が定められた(1)．小学校では今後，算数や理科等の

教科の中でプログラミングを活用した授業が進めら

れると考えられる．一方でプログラミングは，将来

の職業としてプログラマーを選ぶのは男子が多い傾

向にある，人種など文化の違いによってプログラマ

ーを目指すか否かが左右されるといった，ジェンダ

ーや文化によって捉え方に様々なちがいが生じるこ

とが知られてきた(2)．日本でも，希望者参加型のプ

ログラミング体験の参加者内訳は，女子よりも男子

の方が多かったことが示されている(3)．プログラミ

ングが将来，小学校児童全員が体験すべき内容とな

るのであれば，ジェンダーのちがいによる差が生じ

ないよう配慮することが適切だと考えられる． 

そこで本研究では，小学校でのプログラミング教

育が既存の教科の枠組みの中で導入されていくこと

を踏まえて，将来小学校でのプログラミング教育に

関連すると考えられる教科等について，ジェンダー

によって好みや得意分野等に差が生じるのか，アン

ケートを用いて調査した．  

 

2. 調査方法 

2018年 12月に，H市にある公立小学校 4年生（当

時）の児童 146 名（男⼦69 名，女子 77 名）を対象

にアンケート調査を行った．調査の実施は各クラス

担任に依頼し，クラス別に一斉に行った．所要時間

はおよそ 15分だった． 

アンケートで尋ねたのは表 1に示す 1～18の質問

及び問題 19, 20である．質問 1～17についてはマー

クシート方式とし，回答の選択肢は 4件法のリッカ

ート尺度とした．質問 18, 問題 19, 20については記

述式とした．質問は第一著者が第三著者と協議の上

作成したうえで，第二著者より小学校現場の観点か

ら質問の難易度や実現可能性についての意見をもら 

 

表 1 質問項目 
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い，内容の修正を行った．なお，問題 19, 20は現行

学習指導要領で用いられている小学校 4年生用の国

語・算数の検定済教科書各 4種類を比較しながら全

国学力・学習状況調査 B問題を志向し，先行研究(4)

を参考にして作成した．国語は読解問題，算数は数

量関係の文章問題とした．上記の質問とともに，回

答者には性別を記入させた． 

質問 1～18と，問題 19, 20を用意したのは，児童

の主観を尋ねる質問と客観的な到達度とを区別して

評価可能にするためである．問題を国語と算数の各

1 問に留めたのは調査時間の制約によるものである． 
 

3. 分析方法 

回収したマークシートをスキャンし，児童 146名

の回答を全て電子データ化した．データは，統計分

析ソフト「R」を用いて分析した．分析ではまず，

各教科内容に対する主観的な選好や客観的な到達度

はジェンダーとの関係が深い，および普段の生活の

様子とジェンダーとの関係が深い，という予想に沿

って，以下の 3観点での重回帰分析を行った． 

 分析 1. 性別を目的変数，国語・算数・理科・社会

の 4教科それぞれに対する自己評価（質問 5～8）

を説明変数とした分析 

 分析 2. 性別を目的変数，国語と算数の問題（問題

19, 20）に対する解答の正誤を説明変数とした分析 

 分析 3. 性別を目的変数，普段の生活の様子（質問

13, 14, 17）への回答を説明変数とした分析 

次に，児童の主観評価が客観評価とどの程度相関

しているのかを調査するため，問題 19と 20それぞ

れについて正答者集団と誤答者集団別に，ジェンダ

ー間で児童の傾向を比較した． 

 

4. 結果と考察 

4.1 重回帰分析 

分析に先駆けて，説明変数間の相関係数を求めた

結果，有意な相関は示されなかったため，分析方法

に示した 9つの説明変数全てを用いて分析を行った．

分析 1 の結果，各説明変数について国語: p=.01, 算

数: p=.09, 理科: p=.002, 社会: p=.70となったことか

ら，国語・算数・理科について統計的に有意である

ことが示された．モデルの決定係数は 0.159 であっ

た．児童の主要 4教科に対する自己評価全体は児童

のジェンダーを説明するものでないが，説明変数別

には有意であることが示された． 

分析 2の結果，各説明変数については国語: p=.42, 

算数: p=.30，モデルの決定係数は 0.01となり，いず

れも有意傾向は見られなかった．国語と算数の 2教

科のみだが，回答の正誤はジェンダーを説明すると

は言い難いことが示された． 

分析 3の結果，各説明変数については「みんなで

話し合うのが好きですか」: p=0.50,「自分はみんな

をまとめることができると思いますか」: p=0.32,「自

分はみんなの役に立っていると思いますか」: p=0.45，

モデルの決定係数は 0.01となり，有意ではなかった． 

以上の結果から，児童の主要 4教科に対する自己

評価，問題の正答率や生活の様子によってジェンダ

ーを説明するのは困難であることが示された．一方

で，上記 3つの分析のうち児童の各教科の学習に対

する自己評価の各説明変数においては 3つの教科で

有意だったことから，児童の主観的な評価は，児童

の客観的なパフォーマンスよりもジェンダーを説明

する可能性が高いことが示されたと考えられる． 

4.2 主観評価と客観評価の比較 

国語の問題 19の正答者（男子 23名，女子 30名）

と誤答者（男子 46 名，女子 47 名），算数の問題 20

の正答者（男子 22名，女子 19名）と誤答者（男子

47 名，女子 58 名）の 4 集団について，国語または

算数の児童の主観評価（4 件法）の人数内訳をジェ

ンダー間で比較するχ二乗検定を実施した．その結

果，算数の不正解者を男女間で比較した場合のみ有

意となった（χ2=11.63，p<.01）．残差分析の結果，

得意・まあ得意と答えた人数が男子で有意に多く，

得意でないと答えた人数が女子で有意に多いことが

示された．以上より，算数の問題に誤答しても算数

を得意と感じる男子が多い一方で，女子は誤答かつ

得意でないと感じる児童が多いことが示された． 

 

5. まとめと今後の展望 

本研究結果より，ジェンダーのちがいは主観評価

に表れやすい傾向があり，中でも算数がちがいをよ

り強く反映している可能性が示された．今後はプロ

グラミング教育の場面で，ジェンダーのちがいによ

る差が生じないような学習環境を構築するために，

本研究成果を活用していきたい． 
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